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革命期イングランドの安息日／主日法令
一統治政策としての安息日厳守主義一
穴井 佑
要旨 革命期のイングランドでは，安息日厳守主義が統治政策の一環として推進された
一方で，それとは相いれない人びとも数多く存在した。それでは．なぜ安息日厳守主義
は一部の者を除いて人びとを統合する理念になりえなかったのか。この点を．「庶民院
日誌」や当時の議会議員の日誌から，革命期の安息H／主日統制策に内在した問題とし
て考察することが本稿の課題である。
革命期の安息日厳守主義は， 1644年の条例によって．安息日／主日に関する長期議
会の正統的な見解として確立された。続いて 1650年4月19日には．安息日／主Hに関
する議会制定法も制定されている。同法は．国王チャールズー世の処刑を経て，王政お
よび貴族院が廃止された後に最初に制定された安息日／主日法令であった。 1640年代
の安息日／主日法令が，内戦中の一陣営であった議会による条例であったのに対して．
1650年法は共和政を代表する議会による制定法であった。これによって．安息B／主
日統制は国是となったのである。
そして． 1657年には革命期の安息日厳守主義の到達点ともいえる法令が制定された。
そこでは，従来の法令と比べて，主日の冒涜とみなされる行為がきわめて詳細かつ具体
的に規定されている。その規定は，単に従来の法令の拡大というのではなく．質的にも
異なる性格を有するものであったため．同法の法案審議でも白熱した討論が展開された。
とりわけ問題となったのが，取締りのために役人による個人の家への立入りを認めた条
項である。この条項をめぐって．議会を二分する議論が行われ結果，家に対する公権力
の介入を危惧する観点から，立入りに制限を設ける形で同法は可決されるに至ったので
ある。本稿は，ここに，革命期の安息日厳守主義が統治政策として追求される際に生じ
た，過剰な統制へと向かう傾向を読み取ることで，上記の課題に対する一つの回答とし
た。
キーワード：安息日／主日法安息日厳守主義革命期イングランド，「立入り条項」
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はじめに
近世イングランドの安息日厳守主義にピューリタニズムの影響を見る見解は広く共有されて
きた（l)。これに対して，ケネス・パーカーは， 17世紀の安息日厳守主義を同時期のピューリ
タニズムが生み出したとする見解を退け，それを中世から続けられてきた宗教的な実践であっ
たとみなした。パーカーによれば，ピューリタンが歴史的な正当性を持たない危険な信条とし
ての安息日厳守主義を生み出したという認識は，主としてカンタベリ大主教ウィリアム・ロー
ドを中心とする 1630年代の教会当局およびその擁護者たちによって作り出された捏造であっ
た。それによって，安息日厳守主義の正当性をめぐる議論が，ピューリタンとロード主義的な
教会当局の主要な対立要因の一つとなっていったというのである（2)。この議論は，革命前夜の
国教会内の緊張を高める要因となったのはピューリタニズムではなく，ロード主義の台頭で
あったという，初期スチュアート朝期の宗教政治史に関するニコラス・タイアックの主張に沿
うものであった（3)。パーカーの議論は，安息日厳守主義の定義が広すぎるという点で批判も受
けているが(4)．安息日厳守主義がピューリタンとロード主義との間で対立の焦点の一つとなっ
ていったことには違いない(5)。そのため，革命期においても，安息日厳守主義について論じる
ことは，政治的・宗教的な主導権をめぐるかけひきの一端をなすこととなったのである。
その一方で，革命期の安息日厳守主義には， ピューリタニズムとロード主義との対立という
観点のみでは論じきれない側面もあった。 17世紀イングランドの安息日厳守主義が論じられ
る宗教政治史以外の重要な問題として，「生き方の改革 (reformationof manners)」に関する
議論がある。「生き方の改革」とは， 16世紀半ばから 17世紀前半にかけての社会・経済上の
変化を背景に，救貧行政の主な担い手となった「敬虔な者」によって救貧の負担を緩和し，社
会的な秩序を維持すべく希求された道徳改善運動のことである。そこでは，泥酔，無許可のエー
ルハウス経営，性的放縦，野蛮なレクリエーションなどの「無秩序」を一掃する精力的な試み
が見られた(6)。この動きのなかに，安鳥日厳守主義にもとづく安息日／主日の冒涜に対する規
制も含まれていたのである。
しかしながら，「生き方の改革」の一端として安息日／主日の統制が求められたということは，
それだけ統制に反対する者や違反者も数多く存在したことを意味している。この点に関しては，
革命期の統治の失敗という観点から，安息日厳守主義と相いれなかった人びとの存在が言及さ
れていることを想起したい。デレク・ハーストは，イングランド各地で当時の統治者や改革者
が望んだような改革が思うように進まなかったことを「敬虔な支配の失敗」として論じている。
このなかで，安息日／主日統制に対する違反が後を絶たなかったことも，そうした失敗の事例
とされているのである(8)。さらにクリストファー・ダーストンは，内戦から空位期にかけての
諸政権が推進した安息日厳守主義の徹底を図る政策が，むしろ人びとを統治層から離反させる
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要因となったという主張を展開している（9)。地方役人による安息日統制の不履行などに着目し
たダーストンによれば，「イングランドは， 1640-50年代に導入された安息日の諸規定に表面上
従うよう義務付けられたが，敬虔な者からなる当該期の諸体制による，人びとの心性を変容さ
せ，真の熱意を持って安息日厳守主義を信奉させるべく説得する運動はたいていの場合聞く耳
を持たれなかった」のである (10)。こうした改革の失敗に関する議論に対して，バーナード・カッ
プは，失敗の側面ばかりではなく，改革が根づいている側面にあらためて着目すべきだと述べ
ているが，安息日／主日統制の違反者が絶えることはなかった事実を否定することはできな
Vヽ(11) 
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以上のように，革命期の安息日厳守主義については，それと相いれない人びとの存在も明ら
かにされてきた。しかしながら，それではなぜ革命期の安息日厳守主義が一部の者を除いて人
びとを統合する理念になりえなかったのかという問題については，いまなお十分に論じられて
いるとはいえない。この点を検討していくためには，安息日／主日統制が遂行される現場とな
る教区などの地域社会において，どういう人びとが， どういう目的で統制に反対し，改革者か
ら安息日冒涜者とされたのかを具体的に明らかにする必要がある。しかし，安息日／主日の冒
涜をめぐる地域の問題を検討することは，史料的な制約もあり容易なことではない。そこで本
稿では，具体的な地域社会の検討を行うための準備として，まずは「庶民院日誌jや当時の議
員の日誌から，革命期の安息日／主日統制策に内在した間題を検討していきたい。そのなかで
も特に，革命期における最後の安息日／主日法である 1657年法の法案審議を重点的に考察す
る。というのも同法は従来の安息日／主日法と比べてその規制内容がきわめて詳細かつ具体
的になっているだけでなく，取り締まりのために個人の家への役人の立入りを定める条項（以
下，「立入り条項」とする）が含まれるなど，人びとの生活に強く踏み込むものとなっている
からである。この 1657年法およびその法案審議についてはダーストンおよびデヴィッド・ L・
スミスが，同法に「立入り条項」が加えられ，それをめぐって議会を二分する議論が行われた
ことを指摘している (12)。ただし．これらは「立入り条項」をめぐる討論の意義を同時代の法
や社会状況との関連で考察するという点では十分なものとはなっていない。この点を検討して
いくことが本稿の課題である。
以下では次の順で議論を進めていく。第一節では，ピューリタン的な安息日厳守主義を安息
日／主日に関する正統的な見解として確立した長期議会の法制定に着目する。第二節で考察対
象とするのは， 1650年の安息日／主日法である。 1650年4月19日に制定された同法は，長期
議会が「プライドのパージ」を経てランプ議会となり，王政および貴族院が廃止された後に最
初に制定された安息日／主日法令であった。同法を当時の政治状況の変容を念頭に置きつつ論
じることがここでの目的となる。そして，第三•四節では，革命期における最後の安息日／主
日統制法である 1657年法を検討する。はじめに第三節において同法の概要を整理し，続いて
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第四節で法案審議の過程を考察したい。以上の検討を通して，安息日厳守主義が統治政策とし
て推進され，その徹底が企図された結果，政権内部からも懸念する声が上がるほど安息日／主
日統制の強化が構想されるに至ったことを明らかにする。
第一節長期議会の安息日厳守主義
ロードが失脚し，内戦が始まる 1640年代になると，国政の主導権は次第に長期議会の手へ
と移っていった。この時期に議会は，条例や指令を通して，安息日厳守主義を政策として推進
していくこととなる。その最初の動きとして，長期議会は 1641年に，「教会関連事項の統制に
おける，迷信と逸脱 (innovation)を廃止するための庶民院指令Jを発し，「主日におけるあ
らゆるゲームと娯楽の自由は禁じられるべきこと，そしてその知らせが王国中に直ちに伝えら
れるべきこと」を命じたのである (13)。この指令のなかで議会は，安息日厳守主義を否定する
とともに主日における合法的な遊戯や娯楽を擁護した 1630年代の教会当局およびその擁護者
たちに対して，彼らの主張こそが歴史的根拠を持たない逸脱であると非難している。そのうえ
で同指令は，「娯楽または肉体労働，あるいはそのほかの禁じられたことによって安息日を冒
涜することは神の定めに反する大いなる罪である」とし，「安息日冒涜者に対する神の裁きの
事例は，安息日を聖別しない人びとに対する，全能なる神の怒りに満ちた不興の表れである」
と警告したのであった(14)0 
1642年8月には，公的断食日 (publikeFast)を遵守させるべく，主日の冒涜とみなされる
言動を人びとに説いて聞かせるよう聖職者に命じる文言を含む条例が発布されている。そこで
主日を冒涜する行為とされたのは，あらゆる遊戯および娯楽， 日常的な取引や労働，各種の酒
場の営業や酒類の販売であった(15)。また， 1643年2月の議会条例には，国民的な罪の一つと
して「かつて当局さえもが奨励した遊戯やゲームによる主日への不敬と不道徳な冒涜」が挙げ
られている(16)。そのうえで，長期議会の安息日厳守主義の全容は， 1644年の議会条例によっ
て明らかにされる。最初に同条例は，安息日／主日の厳守のために作られてきた数々の法令に
も関わらず，主日が大いに冒涜されているだけでなく，その冒涜を許すような不敬な書物が一
部の主教によって出版されてきたことへの危機感を表明している (17)。そして，そのような事
態を解決すべく以下のようなことが定められたのである。なお，［］内はそれぞれの違反に対
する罰則の規定である。
1644年条例
〇主日に関する既存の法令を施行すべきこと。また，主日には誰もが公的にも私的にも敬虔
かつ真の宗教的義務のために身をささげること。
〇あらゆる品物，商品，果物，ハーブ，動産，家財の商いの禁止［現物の没収］。
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〇旅などの長距離移動［罰金 10 シリング］，積荷・運搬•世俗労働［罰金 5 シリング］の禁
止。
〇レスリング，射撃，ボーリング，楽しみや娯楽のための鐘つき，仮面劇 (Masque)，チャー
チ・エールなどの酒宴 (Wake,Church-Ale)，遊戯や娯楽 (Dancing,Games, Sport or 
Pastime)の禁止［罰金5シリング。ただし，違反者が14歳未満の場合は，その監督義
務者が罰金12ペンス］。
〇地方役人によるメイポールの撤去［職務怠慢に対する罰金5シリング］。
〇治安判事は，治安官や教区委員に違反者の物品を押収・処分し，罰金を徴収するための令
状を発行すること。なお，徴収された罰金は，教区の貧民，情報提供者らに与えること。
0 「遊戯教書」 (TheKings Majesties Declaration to His Subjects, concerning Lawful! 
Sports to be Used)は焚書にすべきこと。
〇家庭 (privateFamilies)，旅籠 (Innes)，飲食店 (Victualling-houses)での必要最低限の
肉の下処理，牛乳販売 (9月10日から 3月10日までの午前 9時～午後4時， 3月10日か
ら9月10日までは午前8時～午後5時を除く）については，本法の適用範囲外とすること。
〇ごろつき (Rogues)，浮浪者 (Vagabonds)，それに物乞い (Beggars)などによる安息日
の冒涜が甚だしいため，ロンドン市長，治安判事，治安官，教区委員などの役人および聖
職者は，彼らへの対応に努めること。
0本条例による統制を遂行する者は議会の権限と権威によって保護されること。
0本条例を公刊し，主日の午前の礼拝前にすべての教区教会や礼拝堂で， トレント川以南で
は次の5月1日に， トレント川以北では次の6月1日に読み上げること (18)。
かつてウィルフレッド・ウイテカーは，近世イングランドの安息日厳守主義に関する古典で
ある rテューダー朝およびスチュアート朝期の日曜日」のなかで， 1644年条例は年少者や家
庭内の作業に対する配慮がなされている点で穏当なものであったと主張し，ここに思慮深い
ピューリタニズムと 16世紀末以来の安息日厳守主義の漸進的な発展の到達点を見た(19)。しか
しながら， 1644年条例には，それ以前の安息日／主日法令と比べて重要な変化もあった。そ
れは，世俗的な労働や商品の販売といった経済活動一般への介入を鮮明にしたことである。
1625年の主日法令は，礼拝中の気晴らしや娯楽，たとえば熊いじめ，牛いじめ，芝居などの
娯楽，それに教区を離れることの禁止を主要な目的としたものであった(20)。また， 1627年法
では，各種の運搬・輸送業，家畜の移動，農業用荷車の使用，旅行，肉屋の屠殺・販売の禁止
が定められたものの，それらは規制を商業や労働一般にまで広げるものではなかった(21)。そ
のため，安息日厳守主義という宗教上の信条を通して，統治権力が人びとの社会生活や経済活
動に従来よりも踏み込んだ統制を企図した点に同条例の大きな特徴を見出すことができるの
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である。
なお， 1640年代の長期議会は， これらの指令や条例以外にも安息日厳守主義に関する指針
をたびたび表明している。一般祈祷書を核とした国教会体制にかわり，長老主義にもとづく教
会体制を樹立すべく作成された 1645年の「公同礼拝指針 (Directoryof Public Worship)」に
おいては，主日を「キリスト教徒の安息日」として聖別し，不必要な労働，あらゆる遊戯や娯
楽，世俗的な言動や考えを慎み，敬虔な信仰の実践に励むことがあらためて求められた(22)0 
また， 1648年には，長期議会の宗教に関する諮問会議であるウェストミンスタ神学者会議に
よって作成された「小教理問答Jで，安息日厳守主義に関する公式的な見解が表明されている。
そこでは，「出エジプト記」 20章8~1節を神が安息日について定めた第四戒とし，週七日
のうちの一日を聖別すること，すなわち世俗的な労働および娯楽の自制に加え，必要最低限の
仕事と慈善以外のすべての時間を神への礼拝にささげることが求められたのである (23)。この
ようにして， 1640年代に統治政策として進められた安息日厳守主義は，安息日／主日に関す
る正統説の地位を神学的にも根拠づけられていったのである。
第二節 ランブ議会による 1650年法
国王チャールズー世と長期議会の内戦の後に， 1648/9年1月に国王が処刑されると，イン
グランドは王政復古を迎える 1660年まで国王不在の空位期を経験する。安息日／主日に関す
る法制化の動きは，この空位期においてなおも進展を見せることとなった。その第一歩となっ
たのが， 1650年4月の議会制定法である。同法に関しては，法令の内容とは別に， 1640年代
の安息日／主日統制が議会条例という形式であったのに対して， 1650年法は議会制定法であっ
たということにも着目すべきである。この点に注意しつつ，以下では革命の進展と安息日／主
日法令との関係について検討していきたい。
1650年4月の段階において，国政を主導したのは依然として長期議会であった。しかしな
がら，その性格は 1648年以前とは大きく異なるものとなっていた。というのも，長期議会は
国王処刑に先行する 1648年12月に起きた「プライドのパージ」によって，わずかに 60名ほ
どの独立派議員から構成されるランプ議会（残部議会）となった。このランプ議会のもとで，
1648/49年 1月1日に国王裁判のための特別法廷設置法案が庶民院にて可決された(25)。これに
対して貴族院は，すでに数名の出席しかなくなっていたものの，同法案を否決する (26)。そこ
で庶民院は， 1月4日，貴族院および国王の賛成がなくとも彼ら自身の決定を議会制定法とす
る決議を行い(2'/)'27日には国王の死刑を決定したのである (28)0 
国王処刑後のランプ議会は，貴族院 (2月6日）と君主制 (2月7日）の廃止を決議し， 3
月19日には貴族院を廃止する法令を制定した(29)。イングランドの従来の国制は，国王，貴族院，
庶民院の三者からなり，議会制定法は貴族院および庶民院がともに合意に達したうえで，国王
82 
革命期イングランドの安息日／主H法令
の承認を得る必要があった。しかし，ランプ議会は，このうちの国王と貴族院を排したことで，
法制定における決定権をその手に収めることとなった。そして 1649年5月19日には，イング
ランドおよびその領土が，「この国の至上の権威，すなわち議会における人民の代表者」によっ
て統治される「コモンウェルスにして自由国」であることが宜言されたのである (30)。
出席者数の平均 (1649年1月ー 1653年4月）が50-60名程度にすぎなかったとされてい
るランプ議会に関して．デヴィッド •L. スミスは，そこで可決された制定法の内容とその件
数から彼らの政策決定上の傾向について次のように指摘している。彼らは，アイルランドおよ
びスコットランド征服の支援，航海法などの大陸の敵対国に対する方策といった安全保障にか
かわる事案に関しては速やかに合意に達することができたが，国内の宗教や法の改革に関して
はしばしば深刻な分裂を経験したというのである。宗教に関していえば，教区体制の放棄や急
進主義への対応などの問題において，保守的な立場から合意を拒否する主張が目立った(31)。
こうしたスミスの研究に照らし合わせると， 1650年4月19日に制定された「主日，感謝およ
び恥辱の日のより良き実践のための法」は，合意が形成された数少ない宗教に関する法の一つ
であったといえる。
安息日／主日に関する 1650年法の制定過程は，「主日に関して制定された法および条例すべ
てを検討」し，主日の厳守をより徹底するために不備を洗い出すよう，ノッティンガム選出の
ギルバート・ミリントンという人物を中心とした委員会が指示を受けたところから始まる (32)。
「庶民院日誌」に記された審議過程には，いくつかの質問や修正案が提示されたことを除いて．
議会内で大きく見解が分かれるような討論が行われた形跡は見られない。そのため， 1650年
時における安息日／主日法令は．内部に複数の対立関係を抱えた当時の議会においても比較的
合意が形成しやすい問題であったと考えることができる。その理由として考えられることにつ
いては，本節の終わりに述べることとし，まずは同法の規定を確認しておきたい。
1650年4月法
〇上級治安官，下級治安官をはじめとする教区役人，船頭カンパニー監事，それに治安判事，
市長ベイリフなどの令状を受けたすべての者は，主日に関する諸法令に反するあらゆる
商品・物品を押収すべきこと。
〇旅行者，荷馬車の御者，肉屋，行商人，家畜商が，土曜の夜12時以後に投宿すること，
月曜の深夜1時までに自宅あるいは宿泊所を出立することそれに宿泊所側がこれらを受
け入れることの禁止［罰金10シリング］。
〇反逆罪，殺人，重罪，治安破壊，主日の冒涜に対する職務を除き，主日にはいかなる令状
または指令の遂行も認められないこと［罰金5ポンド］。
〇ボート，馬，馬車，椅子かごの利用禁止［罰金10シリング，漕ぎ手や駕籠かきなどは罰
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金5シリング］。
0各種の酒場および飲食店 (Tavern,Inn, Alehouse, Tobacco-house, Shop, Victualling-
house)への入店あるいはそこでの飲酒，ダンス，そうした違反の隠匿無許可の粉挽の
禁止［罰金10シリング］。
〇治安判事をはじめとする地方役人は本法にもとづいて違反の摘発および処分に努めること
［職務不履行には罰金5ポンド，上級治安官以下の役人は罰金20シリング］。
〇巡回裁判所または四季裁判所の判事は，治安判事や治安官などの職務不履行に関する審問
および告発を行う職責を大陪審に課すこと。
〇ロンドン． ミドルセックス州，ウエストミンスタ，サザークの役人らは，それぞれの管轄
区域内で最も適切な手段によって速やかかつ効果的に主日および断食日の冒涜を抑制すべ
きこと［職務不履行に対する罰金5ポンド］。
0本法を受領した次の主日に行われる午前の説教の前に， またそれ以降は毎年一度， 3月の
最初の主日に行われる午前の説教の前に，本法が読み上げられること。
0本法にもとづく職務を遂行する地方役人を逆に告訴する訴訟において，被告は一般答弁を
行い，原告の訴え却下あるいは被告に有利な判決が出た際には，被告は訴訟にかかった費
用の3倍にあたる賠償金を受けとること (33)0 
この 1650年法に関して，クリストファー・ダーストンは，地方当局者による法の施行と違
反者取り締まりのための権限が強化されていることを指摘した一方で，その基本的な性格につ
いては， 1644年条例を拡大したものであったと述べている (34)。たしかに， 1650年法の最初の
文言は，主日および公的な恥辱と感謝の日の正当な遵守と聖化のために設けられてきたあらゆ
る議会法令のより効率的な遂行を目的とする旨を述べたものとなっている (35)。その点で，
1644年条例の延長線上にあるものとして同法を位置づけることは妥当であろう。ただし，そ
のうえで両法令が生みだされた政治的な状況に決定的な違いがあったということも考慮に入れ
なければならない。
1644年条例が制定された当時は，すでに議会が国政の主導権を握りつつある時期であった。
しかし，それは握りつつあったのであって，握っていたわけではない。議会が国王に対する軍
事的な劣勢を補うために，スコットランドと「厳粛な同盟と契約」を締結するに至ったのが
1643年9月のことである。また、クロムウェル指揮下の東部連合軍騎兵部隊の活躍により議
会派の軍が勝利をおさめ，内戦の行方に多大な影響を及ぽすこととなるマーストンムアの戦い
が行われたのは 1644年7月のことであった。つまり， 1644年条例が制定された同年4月とい
うのは，政治的・軍事的な状況がいまだ流動的な時期であったといえよう (36)。これに対して．
1650年法が制定された同年4月は，議会が内戦に勝利し，国王が処刑され，王政および貴族
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院を廃止することで庶民院が政策決定における権限を掌握し，共和政へと歩み始めた後のこと
であった。もちろんこの時期の議会でさえ，一枚岩であったわけではなく，たとえば平等派と
独立派との対立に代表されるように革命の行方をめぐるせめぎ合いは抜き差しならないもので
あった。それにもかかわらず，少なくとも「庶民院日誌」の記録は，同法の審議において深刻
な見解の相違が生じるような事態はなかったことを示しているのである。
以上のように， 1650年法は法令を確実に遂行するために，責任の所在としての地方役人の
役割を明確にしたという点でそれ以前の諸法令とは異なるが，その規定目的や内容という点か
らみれば， 1640年代の条例などの延長線上に位置していたと考えて間違いないだろう。この
点で，全国に 9,000近くある教区にもとづく教会体制の抜本的な改革や，寛容の名のもとに包
摂してきた宗教的急進主義への対応とは異なり，主日を聖別するという中世から広く受け入れ
られてきた考えを根幹とする安息日／主日法令は，議会内でも合意が得やすかったものと考え
られる。しかしながら．地方役人の職務不履行に罰金が科されてもなお，それを従来の法令の
延長として理解してよいものだろうか。少なくとも，同時期に制定された「生き方の改革」に
かかわる他の法令においては地方役人の責任への言及こそあるものの，彼らへの罰則規定は
見られない(37）。この点を考慮すると， 1650年法には，次節で論じる 1657年法において顕著と
なる，安息日／主日法令における質的な変化の萌芽を見て取ることもできるだろう。
また．内戦中の一方の勢力である長期議会が発した議会条例と，共和政期に「この国の至上
の権威すなわち議会における人民の代表者」(38)とされた議会による制定法とでは，その意味
がおのずと異なってくるだろう。地方役人の責任を追及する姿勢をこれまでになく明確にした
ことも，この観点から考える必要がある。安息日厳守主義は，統治権力による社会統制策，す
なわち国是となったのである。その一方で，新たな法令が制定されたということ自体が， 1640
年代の法令では統制が不十分であるとする政策決定者の認識の表れであったとも考えられる。
それでは，政策としての安息日／主日統制を徹底させるためには，法令の内容をどこまで強化
すれば十分なのだろうか。そして，法令の規定を強化し続けることからは何ら問題が生じるこ
とはないのだろうか。次節と第四節では， 1657年の安息日／主日法令とその審議過程から，
この点を検討していきたい。
第三節護国卿政権下の 1657年法
1649年から 1651年にかけてのアイルランド遠征およびスコットランド遠征が，後のブリテ
ン史に多大な禍根を残しつつもその目的を遂行し終えたことで，共和政イングランドにおける
軍の重要性は大きく後退した。そのためランプ議会では，財政難を切り抜けるために軍隊の削
減が議論される。こうして，議会と議会に反発する軍との間で板挟みとなったクロムウェルは，
1653年4月20日にランプ議会を解散し， 7月には各地の教会から推薦された信心深い人びと
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からなる聖者議会を招集するに至った(39)。しかし，聖者議会もまた，それを「キリストの王国」
の始まりと考えた急進派と，一時的な議会の代行に過ぎないと考える穏健派との対立から行き
詰まり，同年 12月12日には早くも解散してしまう (40)。この混乱を収めるため，聖者議会に
おける穏健派の中心であったジョン・ランバートが起草した「統治章典Jにもとづき， 1653
年12月16日にクロムウェルが護国卿に就任することとなったのである (41)0 
1654年9月3日，護国卿政権下の第一次議会が開かれた。この議会の議員選挙では， r統治
章典J14条にもとづき， 1641年1月以降に議会に敵対した者の被選挙権および選挙権が剥奪
されていた(42)。しかしながら．こうして招集された議会も決して護国卿政権に従順なもので
はなかった。クロムウェルは，護国卿および議会からなる政府への忠誠を誓う署名を議員に求
めたが，これへの抗議として 50-80名の議員が退去してしまった。また，こうして開会した
後の議会も，「統治章典」を改革し，護国卿およびその諮問機関である国務会議の権限縮小と
軍隊の規模削減を求めている (43)。このような議会の動きを目の当たりにしたクロムウェルは，
翌年1月22日に第一次議会を解散したのであった。
敬虔な者による統治をめざし，議会に期待しては失望と解散を繰り返したクロムウェルだが，
それにもかかわらず彼の議会を介した統治への期待と信条は変わらなかった(44)。1656年9月，
クロムウェルはあらためて護国卿政権下の第二次議会を招集した。このときの議員選挙では，
護国卿政権の地方統治政策として設立された軍政官による各選挙区への干渉が行われてい
る(45)。この干渉自体は十分な成果を上げることはなかったが国務会議は軍政官からの助言
にもとづいて，選出された議員460名のうち 100名以上を議会から排除したのであった。こう
した軍政官や国務会議の干渉にもかかわらず，第二次議会は第一次議会と同様に護国卿政権へ
の批判を強めていった。そして， 1657年2月には，後に「謙虚な請願と勧告jと称されるこ
ととなる「嘆願」がクロムウェルに提出され，彼の戴冠や二院制の回復などが求められた。こ
れは国王と貴族院および庶民院からなる伝統的な国制のなかにクロムウェルを位置づけるこ
とで，護国卿としての彼の権限を縮小しようとする試みであった。国王処刑以降新たな国制
を構築し，それを安定させるための試行錯誤が行われた一方で，イングランド社会の伝統的な
統治体制や国制への回帰を志向する動きが止むこともなかった。「嘆願」および「謙虚な請願
と勧告Jは，そうした動きが具体的な形として現れたものの一つであったといえる (46)。1657
年の安息日／主日法は，こうした状況において制定されたのである。
1657年1月2日，エクセタ選出のトマス・バンプフィールドが主日に関する法案を動議し，
7日にその最初の審議が行われた。その後幾度かの審議を重ね， 6月26日に新たな安息日／
主日法が可決される (47)。しかしながら， 1644年法や 1650年法は比較的容易に合意が形成され
たと考えられるのに対して， 1657年法の審議においては，大きく見解が分かれ，活発な討論
が展開されることとなった。この討論について触れる前に，これまでの法令との違いを鮮明に
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するために新たに制定された安息日／主日法の内容を記しておきたい。
〇主日を冒涜しているとみなされる人物［罰金10シリング］
【運搬・流通・旅行】
旅籠などの宿屋に上記の時間帯に投宿する荷馬車の御者，運搬人，肉屋，行商人，家
畜商および彼らを受け入れる旅籠や飲食店や酒場の主人。各種の舟，馬，馬車，籠な
どの移動手段を用いる者。旅をする者。荷を運ぶ者。何らかの世俗労働を行う者。
【その他の商業・経済活動J
酒類を提供する店の主人。トウモロコシや穀物を挽くため．あるいは縮絨などの作業
をするために水車を使用する者。毛織物や織り糸などの洗濯，漂白，染色などの作業
を行う者。燃料をくべるなどの作業を行う者。獣脂ないしは蜜蝋を扱う蝋燭商。醸造
を行う醸造人。パンを焼くパン屋。屠畜および肉の販売を行う肉屋。商いをする呼び
売り商家禽商，ハープ商．靴屋，その他の商品を扱う者。商品を買う者。寸法を合
わせるなどの仕事をする仕立屋。調髪する理容師。フェアやマーケットの開催あるい
は開催を布告する者。
【行政活動】
貧民救済のための公的な徴収を除き，各種の税や借金を徴収する者。
［娯楽遊戯】
各種の酒類を提供する店に入り浸る者。酒類を移送する者。深酒をする者。酒場で踊
り，歌い，楽器を演奏する者。ウェイク，酒宴，レスリング，射撃，跳躍 (Leaping),
ポーリング，楽しみのための鐘つき，チャーチ・エール，メイポール，ゲーム，熊い
じめ，牛いじめ，ないしはその他の遊戯や娯楽を催すか，それに参加する者。礼拝中
の教会境内を不必要にうろつく者。目的もなく散策する者。
※分類は執筆者による
〇個別の家庭における調理，旅籠や飲食店における節度を保った酒類販売，午前9時以前
と午後4時以降の牛乳販売(3月10日から 9月10日までは午前8時以前と午後5時以降）
などの行為は本法の適用範囲外とすること。
〇複数の州や教区にまたがる河川の航行を監督する権限を，当該河川の両岸の役人に与え
る。
0各種の選挙．法廷の委任，地代の支払いなどは主日をさけること。
〇市長各種役職長．治安判事は．教区委員をはじめとする教区役人に対して．違法に売
買される商品の押収．違反者の摘発および処分の遂行を命じること。
〇治安官．教区委員．貧民監督官は．疑わしき者の家に立入り要求を行う権限を与えられ
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る［立入りの遅延や拒絶を園る者には罰金20シリング］ （48) 0 
〇教区委員，貧民監督官，治安官は，彼らの情報にもとづいて令状のあるなしにかかわら
ず，あらゆる違法の商品を押収し，違反者を逮捕すること。
014歳未満の者による違反の責任は，その両親，保護者，主人，教師が負うこと［罰金
lシリング］。
0すべての者が教会などで行われる礼拝に出席すること［罰金2シリング6ペンス］。
〇主日に務めを果たす教会などの聖職者を妨害しないこと［罰金5ポンド，あるいは6か
月以内の矯正院収容］。
〇主Bの遊戯や娯楽を容認するいかなる文書も出版，印刷，考案してはならない［罰金5
ポンド，あるいは矯正院収容］。
〇押収された商品およぴその代価は，教区の貧民のために用いられること。また，市長ら
の判断にもとづいて，そのなかから情報提供者への報酬を与えることも許可する。
〇違反者が罪を犯してから 1ヶ月以内に有罪判決されない場合は，本法内のいかなる罪に
よっても弾劾されない。
0関係する役人や公職者は，彼らの管轄区域内で本法を確実に履行すべきこと［罰金5ポ
ンド］。
〇違反者に対する訴訟，告発，起訴などを撤回する移送令状（Writof Certiorari.)はいっ
さい認められない。職務を遂行する役人に対して起こされた訴訟において，被告は一般
答弁を行い，原告の訴訟却下あるいは被告に有利な裁定が下された際には，被告は訴訟
費用の 3倍に値する賠償を受けとること。
〇全教区の教区委員などの役職者は，安息日／主日統制法が支障なく守られるよう努める
こと。聖職者は，毎年3月最初の主日の午前の説教の前に本法を読み上げること。
0本法にこれと異なる定めがあっても，治安判事の特別令状 (specialwarrant)がない場
合，治安官などの役人に職務遂行のためという理由による，各種の酒場および飲食店を
除く家屋への立入り権限を与えない(49)0 
以上のような 1657年法を一見してわかるのは，主日の冒涜とみなされる行為が従来の法令
と比べて多岐にわたっていることである。【娯楽・遊戯】に関しては，従来の法令に準じてい
るようだが， 【商業・経済活動】に関する規定はきわめて詳細になっている。これらの冒涜的
とみなされた活動は，逆にいえば従来は一般的に行われていたことを意味すると考えられる。
この点で， 1657年法はそれまで以上に従来の生活に強く，そして具体的に踏み込むことを意
図したものだったといえる。また，統制の強化という点では，法令の遂行にかかわる行政的・
司法的な手続きがいっそう整備されたことも注目に値する。総じて，同法は従来の安息日／主
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日法と比べて詳細かつ具体的になっており，政策決定者による統制の徹底という意図がきわめ
て明確になっていることがわかる。ただし，ここには規定の詳細さや具体性といった変化だけ
でなく，明らかに従来の法令とは異なる質的な変化を見ることもできる。そして，そうした変
化は議会内でも問題視され，審議のなかで各議員の見解の相違を浮き彫りにするものであった。
「庶民院日誌jには，この 1657年法の審議内容についてのあらましが記録されている。また，
ウェストモーランド選出議員トマス・バートンも， 自身の日記に審議内容を詳細に記しており，
「庶民院日誌Jとあわせることでその全容をたどることができる (50)。これらの記述からは同
法案のうち次の二つの条項に関して議会を二分するような討論が行われたことがわかる。一点
目は，主日の冒涜が疑われる場合に，治安官や教区委員などの教区役人に個別の家への立入り
を認める条項であり，二点目は，「木戸や戸口で公然と不敬かつ怠惰にすごすこと (al
profane and idle Sitting openly)」および「教会境内の散策」などを主日の冒涜とみなす条項
であった(51)。二点目の間題については，屋外における不敬かつ怠惰な行為に関する規定を法
案から削除すべきではないかとの動議がなされ，審議の末に採決が行われた結果，賛成 37票
に対して反対35票で削除が決まっている (52)。しかしながら，本稿との関連でより重要な意義
を持つのは，統治権力による私的な領域への介入という性格を有する一点目の問題であった。
なお，先に概要を記した同法令のうち最後の項目は，「立入り条項」に反するように思われるが，
それこそが議会内で議論が紛糾したことの帰結を示すものであった。第四節では，この「立入
り条項」をめぐる議会内の審議について検討していくこととする。
第四節 1657年法に見る過剰な統制
過去の安息日／主日法令を振り返ってみると， 1625年および1627年の主日法には，主日の
股守を人びとに求める際に個人の家のような私的な領域への介入を意図した規定は見られな
ぃ。また， 1644年条例は，主日に公然と呼び売りすることを禁止する一方で，個人の家庭に
おける必要最低限の調理や食材の準備を条例の適用範囲外とする条項を設けていた。ここから
は，同条例が家庭という私的な領域への介入に対して一定の配慮を見せていたことが確認でき
る。かつてウイテカーが穏当なピューリタニズムの本質を見出したこうした配慮は， 1657年
法にも残されている。それにもかかわらず，同法には個人の家への立入りが言及されたのであ
る。それでは， 1657年法案の審議においては，この個人の家への介入はどのように議論され
たのであろうか。
1657年6月20日の審議において，ランカシャ選出のリチャード・ホランドは，あまりに多
くの刑罰法規があるが，そのなかには撤回されるべきものも多いとの見解を示したうえで，安
息日／主日法に言及している。彼によれば，とりわけ「不要な散策と，人ぴとの家への立入り
に関する刑罰法規はきわめて厳しい」というのである (53)。このホランドの発言が，「立入り条項」
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をめぐる活発な議論を招くこととなった。議論の口火を切ったのは，高等裁判所 (1649-60年
間に王座裁判所は高等裁判所と称された）の首席判事ジョン・グリンである。バートンの日記
によると，グリンは以下のように述べたという。「私は人びとの家への立入り条項に反対する。
それはすべての国民にとって落とし穴になりならず者は，夜間にこれを口実として人びとの
家へ押入り，強奪することができる。議会制定法によって立入りが許可されると，人は戸口を
こじ開けるだろう」。こうしたグリンの主張に対して，ウィルトシャ選出議員トマス・グロウ
ブが，「治安官の名声 (voice)はよく知られており，そうした口実で盗難にあう者がいるはず
もない」と反論した。これを受け，ゴドフリという人物から，「役人の立入りをタヴァーン，
旅籠エールハウス，たばこ屋，飲食店，飲み屋に限定する」という条件の付与が提案され，
グリンもそれに賛同したのである。
その一方で，ゴドフリの条件案は，さらなる議論を誘発することともなった。ヴィンセント
とジェイムズ・チャドウィック大佐が，当時もっとも考慮すべき無秩序は個人の家に持ち込ま
れ，そこで消費される酒類から生じているため，ゴドフリ案では不十分であるとの見解を示し
たのである (54)。また，ゴドフリ案に対して別の観点から，つまり「立入り条項」への制限を
望む観点から修正を提案した人物もいた。国璽尚書ブルストロード・ホワイトロックは次のよ
うに述べている。「私は，家への立入りのいかなる許可にも反対する。法は常に人びとの家の
番人 (tenderof man's houses) となってきた。私はイングランドの人びとを奴隷にしたくは
ない。また，それがいかなる帰結をもたらすか予測不能である」。そして彼は，ゴドフリが提
案した条件の「「立入る」という文言の後に，「あるいは立入り要求を行うjという文言を追加
すべきである」と提言したのである。これを受けて，議会はホワイトロックが提案した文言を
追加すべきか否かの採決に至る。その結果，賛成53票に対して反対30票で，ゴドフリが提案
した条件と，ホワイトロックが提案した文言の追加が議決されたのである (55)。
しかしながら，この採決の後にも「立入り条項」をめぐる発言は終わらなかった。メルコム
選出のデニス・ボンドは，エドワード・ヘイルズ卿という人物が，主日の冒涜に関する捜査と
いう口実で8,000ポンドを強奪されたという事例を提示することで，同条項そのものの除外を
訴え出ている (56)。また，ホワイトロックが提示した修正案に対してあくまでも拒絶する姿勢
をとり続ける者もいた。グリンの異議申し立てに反論したグロウブは，ホワイトロックの提案
にも同意することができなかった。彼は，次のように述べている。「この条件を認めるならば，
あなた方は個々の家に彼らが望むだけの冒涜を許す許可を与えることになる。私は，この件に
関してあなた方が神の大義のために熱心であることを望む」(57)。つまり，グロウブは個人の家
にも改革の矛先が向けられるべきだと断固として主張したのである。このように，「立入り条項」
はさまざまな立場からの異議と討論を引き起こしたが，最終的にはゴドフリおよびホワイト
ロックの修正案に沿う形で1657年法は可決されることとなった。
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以上の法案審議に関して，次の点に着目したい。それは， もともとの法案にはそれを制限す
る条件のない形で個人の家への「立入り条項」が存在していたことと，それに対してグリンと
ホワイトロックという護国卿政権の中枢に位置した人物が反対したことである。とりわけ，「法
は常に人びとの家の番人であった。私はイングランドの人びとを奴隷にしたくはない」という
ホワイトロックの発言は重要である。ここには，個人の家への介入が少なくとも議会制定法の
レベルでは自重されてきたという彼の認識が示唆されるとともに，それを破ることから生じう
る事態に対する危惧の念を読み取ることができる。
イギリスでは古くから，外部の権力から個人の家は守られるべきだとする観念があり 16
世紀後半には出版物にも「人の家は城塞である」という表現が見られるようになった(58)。17
世紀になると，それは時代状況を反映させつつ， コモン・ローの観点からも確認されていった。
その中心にいたのは，法務長官や王座裁判所の首席判事を歴任したエドワード・クックである。
1604年，当時法務長官であったクックは，ある人物（ピーター・セマイン，原告）の動産を
取り戻すためにシェリフは別の人物（リチャード・グレシャム，被告）の家に押入ることがで
きるかを争ったセマイン訴訟に関する報告書を含む書物を刊行した。この報告書では，本稿と
もかかわる点として，国王が訴訟の当事者である場合や，捜索対象者が重犯罪人あるいはその
家の持ち主でない場合， また家の戸が開いているなどの場合には家の特権性は制限されるが，
それらを除けば，「すべての者の家は彼にとって，休息の地であるのと同様に，侵害や暴力に
対する彼の城塞および要塞である」ことが確認されている(59)0 
また，クックの死後， 1644年に出版されたコモン・ローの解説書，「イングランド法学提要J
における家への立入り捜索に関する見解は，その後の法律書にもしばしば引用され，この件に
関する権威的な位置づけを与えられていくこととなった(60)。クックはそこで，治安判事は，
議会制定法によってそのような権限を与えられていないので，重犯罪人または盗品を捜索する
ために人の家に押入る令状を憶測のみにもとづいて発行することはできないと述べている。ま
た，国王が当事者であっても，捜索対象者が重犯罪人か，召喚迫跡による場合を除き，それが
不法侵害などに当たる場合には国王の令状によっても役人は家に押入ることはできないとい
うのである(61)。クックがこのように述べた背景としては，テューダー朝や初期スチュアート
朝の歴代の王，そのなかでもとりわけチャールズー世が，特定の捜索対象を定めずに，問題視
される人びとの家に対する一般捜索を濫用するようになったという背景があった(62)。また，
チャールズー世を批判した長期議会が各種の徴税や印刷物の統制のために捜索・押収の権限を
議会条例によって認めるようになっていったこともたしかである (63)。しかしながら， 1657年
の安息日／主日統制法の審議は，この時期に少なくとも法制定のレベルではそうした家への統
治権力による介入を問題視する認識が表出したことを明らかにしているのである。
それでは，なぜ「立入り条項」が法案に盛り込まれ，それを強力に支持する主張も見られた
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のであろうか。この点に関しては，審議中のヴィンセントやチャドウィック大佐による個別の
家がもっとも懸念すべき無秩序の空間になっているとの発言が重要な意味を持っているように
思われる。私的空間への公権力の介入に関して，近世イギリス経済史家の川名洋は， 16世紀
後半から 17世紀前半までの地方都市レスターを事例に，正規の酒場だけでなく，私的空間で
ある住居内でも頻繁に酒類が提供されたことを指摘し，「こうした住居内の非公式性の強まり
はかえって私的な場に公権力を招き入れる結果とな」ったと述べている (64)。この点を踏まえ
るならば，「生き方の改革」や「敬虔な統治」を希求した当時の政策決定者のなかに，こうし
た状況への対応として「立入り条項」の必要性を主張する人びとがいたことも理解できる。た
だし，それでもなお議会の多数派は，安息日／主日の統制において、個人の家への配慮を破る
ことがイングランドの人びとの権限を侵害することになりかねないと訴えたのである。それは，
安息日厳守主義が過剰なまでの統制という形をとりつつあることへの懸念であったともいえる
だろう。
おわりに
革命期に国政の主導権を握った長期議会や護国卿政権は， 1630年代の教会当局やその擁護
者が許容した r遊戯教書」を非難することで国是としての安息日厳守主義を正当化した。そし
て，安息日厳守主義にもとづく社会統制によって，統治権力は人びとの生活への介入を強めて
いった。しかしながら，政策決定者や「生き方の改革」を求める人びとの努力にもかかわらず，
彼らが望んだ形での安息日厳守主義を受け入れない人びとも少なくなかった。そのため，革命
期の安息日／主日法令は，新たな法令が制定されるごとに規制内容が詳細かつ包括的になると
同時に，法令が確実に遂行されるための条項が追加されていった。その結果として， 1657年
法の原案に加えられたのが，個々の家への制限のない「立入り条項」だったのである。ここに
至って，それまでの安息日／主日法令の審議においては見られなかったような議会を二分する
討論が行われることとなった。政策決定者の間に， とりわけ法の観点からいって許容できない
と思われるほどの急進化を危惧する見解が生じるようになったのである。このような急進化す
る安息日／主日統制のなかに，安息日厳守主義が統治政策として追求される際に生じる過剰な
統制へと向かう傾向を読み取ることができる。このことが，安息日厳守主義が革命期の人びと
を統合する理念になりえなかったのはなぜかという問いに対する一つの回答になる。それは同
時に，敬虔な改革や統治を追求した革命の限界であったともいえるだろう。
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Acts and Ordinances of Sabbath-Lord's Day during English Revolution: 
Principle of Sabbatarianism as a Govermental Policy 
ANAI Tasuku 
Although a principle of strictly obeying Sabbath-Lord's Day was promoted as a part of 
the governmental policy during English Revolution, a number of people did not obey this 
principle. The purpose of this paper is to consider why this principle did not function as a 
principle to unify the people in general, referring to the Journal of the House of Commons 
and diaries of members of the House of Commons. It is this paper's premise that this 
principle was an issue inherent in ・the policy of government control over Sabbath-Lord's 
Day. 
This principle of strictly obeying Sabbath-Lord's Day was adopted under a regulation of 
1644 as the legitimate statement of Long Parliament. On April 19, 1650, it was enacted as 
the Act of Sabbath-Lord's Day. This act was the first one enacted after the execution of 
King Charles I and after the abolishment of monarchy and the House of Lords. Thus, 
sabbatarianism became governmental policy. 
In 1657, an act was enacted, which would represent the "terminus" of enforcing the 
principle of strictly obeying Sabbath-Lord's Day during English Revolution. Unlike the 
conventional laws, this new act specifically and clearly stipulated the kinds of behaviors that 
would profane Sabbath-Lord's Day. These stipulations were not simply an extension of the 
conventional laws, but possessed the nature qualitatively different from them. Accordingly, 
heated debate took place during deliberation, particularly concerning an article that would 
have allowed officers to enter private houses for surveillance, which divided the House of 
Commons into two. The bil was finally approved with restrictions on oficial entrance into 
private houses, from the standpoint of fear of the public authority interfering private homes. 
One of the reasons why the principle of strictly obeying Sabbath-Lord's Day did not function 
as a principle to unify the people in general was this tendency toward excessive control 
over the public. 
Keywords: English Revolution, Sabbath-Lord's Day, Sabbatarianism. 
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